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医療計画と感染症法
⚫医療計画（計画期間；6年）

• 医療法に基づき、都道府県は、国の定める基本方針に即し、地域の実情に
応じて、医療提供体制の確保を図るために策定する。

• 医療圏の設定、基準病床数の算定、地域医療構想、 医師の確保等について
記載されている。

• ５疾病・６事業及び在宅医療に関する事項が記載されている。

 ５疾病；がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患

 ６事業；救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、 
  小児医療、新興感染症等）

⚫感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染
症法）
• 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関し必要な措置を定めるこ
とにより、感染症の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図り、もって
公衆衛生の向上及び増進を図ることを目的とする（第1条 目的）。



⚫改正背景

• 新興感染症等の感染拡大時には広く一般医療体制にも大きな影響がある。

• 機動的に対策を講じるために、基本的な事項についてあらかじめ地域の
行政・医療関係者の間で議論・準備を行う必要がある。

第8次医療計画に「新興感染症等の感染拡大
時における医療」が追加された

⚫改正概要

• 新興感染症等の感染拡大時における医療の追加

• 平時からの取組 

対応可能な医療機関・病床確保、人材確保等

• 感染拡大時の取組

受け入れ候補となる医療機関の確保や医療機関の間で連携・役割分担等





感染症対応の医療機関による確実な医療の提供
- 医療措置協定の法定化 -

⚫感染症法改正の趣旨
• 新型コロナウイルス感染症対応の経験により、新興感染症の発生時に
必要な病床、物品や医療人材の確保が困難であることを確認した。

• 新興感染症への対応を強化するために、医療提供体制の整備等を行
う。

⚫主な改正内容
• 都道府県と医療機関等が機能・役割に応じた協定を締結し、新興感染
症の発生・まん延時に協定に応じて医療を提供する仕組み（医療措置
協定）を法定化（令和6年4月より施行）

• 流行初期に対応した協定締結医療機関について流行前と同水準の医療
の確保を可能とする措置（流行初期医療確保措置）を導入



新興感染症とは？（協定の対象疾患）
⚫新型インフルエンザ等感染症

• 新たにヒトからヒトへ伝播する能力を有する新型インフルエンザまたは新型
コロナウイルス感染症

• 過去に世界的規模で流行したが、その後流行することなく長期間が経過した
インフルエンザもしくはコロナウイルス感染症

⚫指定感染症
• 既知の感染性疾病であって、一類〜三類、新型インフルエンザ等感染症以外
の感染症

• まん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある

⚫新感染症
• 感染性疾病と考えられるが原因（病原体）が不明である「未知」の感染症
• 一類感染症（エボラ出血熱等）と同等の措置を想定

＊協定締結は新型コロナウイルス感染症の対応を念頭に置いていく。



対象医療機関と医療措置の内容

対象医療機関

医療措置の内容 任意

病床確保 発熱外来
自宅療養者
等への医療

提供
後方支援 人材派遣 PPEの備蓄

病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇

診療所 〇 〇 〇 〇 〇

薬局 〇 〇 〇

訪問看護事業所 〇 〇 〇

第一種
協定指定医療機関

第二種
協定指定医療機関

⚫新興感染症(*)の発生・まん延に時に医療機関等が地域で果たす役割を定める。

⚫医療機関の負担を分散しつつ、迅速・確実に機能する医療提供体制を構築する。



第二種協定指定医療機関（自宅療養者等
への医療の提供）の指定基準

病院又は診療所 薬局 指定訪問看護事業者

当該機関に所属する者に対し、最新の知見に基づく適切な感染の防止のた
めの措置その他必要な措置を実施することが可能であること

外出自粛対象者に対す
る医療を提供する体制
が整っていると認めら
れること

外出自粛対象者に対す
る医療として調剤等を
行う体制が整っている
と認められること

外出自粛対象者に対す
る医療として訪問看護
を行う体制が整ってい
ると認められること



流行初期期間

自宅療養者に医療提供する医療機関等に
「有事に」求められる対応①

⚫厚生労働大臣の新興感染症発生の公表後、協定に基づく県からの要請により医療提供開始

⚫自宅療養者、宿泊療養者又は高齢者施設等若しくは障がい者施設等に対して医療を提供

⚫往診やオンライン診療等、訪問看護や医薬品対応等を実施

⚫都道府県の委託により、患者の容体の変化時等に医療につなげるための健康観察を行う

新型インフルエンザ等感染症発生等公表期間

大臣公表 大臣公表

発生 公表後3か月 公表後6か月から全協定
締結医療機関で対応

流行初期対応を行っていない公的医療機関等
（対応可能な民間医療機関を含む。）

国最新の知見を医療機関へ情報提供

特定感染症指定医療機関、第一種・第二種感染症指定医療機関

流行初期医療確保措置付きの医療措置協定を締結した医療機関

流行初期期間経過後



往診、電話・オンライン診療等

自宅療養者に医療提供する医療機関等に
「有事に」求められる対応②

入院不要の
自宅・施設療養中の
新興感染症の患者

診療所
（病院）

自宅・施設療養の
対応を行う旨の

協定を締結した医療機関

連
携

連
携

発生届

薬剤指導・薬剤配送等の依頼

都道府県（保健所等）の対応
①保健所が発生届を受理後、
積極的疫学調査を実施
②療養場所を自宅・社会福祉施設等
の決定
③必要に応じて、協定に基づく医療の
提供・健康観察を要請

協定締結医療機関の対応
①都道府県（保健所等）からの
要請に基づき医療を提供
②健康観察・医療提供結果を
都道府県（保健所等）に報告

患者の対応
自宅療養中に体調悪化した場合、
かかりつけ医・平時から利用している薬
局・訪問看護事業所または保健所に連絡

都道府県
（保健所等） 薬局

訪問看護
事業所



自宅療養者に医療提供する医療機関等に
「平時に」求められる対応

研修

• 外部機関が実施する研修・訓練へ職員を参加させる
• PPEの着脱、検体採取、標準予防策および感染経路
別対策、その他基本的な感染対策について実践でき
るように人材育成する

訓練・点検

• 措置を講ずるに当たって対応の流れを点検する。
• 発熱外来における患者の動線、検体採取の流れなど

を確認する。

PPEの備蓄（任意）

• 当該施設使用量の2か月分以上の備蓄を推奨
• 協定締結により備蓄しているPPEを順次使用する回

転型での運営を推奨

協定の実施状況等の報告

• 第一種協定指定医療機関は協定の実施状況等を電磁
的方法（G-MIS）により報告することが義務化さ
れている。

• 第二種協定指定医療機関は協定の実施状況等を報告
することが義務化されているが、電磁的方法以外で
の報告でよい。

1. サージカルマスク
2. N95マスク
3. 手袋
4. ガウン
5. ゴーグル・フェイス
シールド

https://shop.saraya.com/shop/pages/ppe.aspx



【病院】令和6年診療報酬改定後の感染対策向上加算の施設基準（社会福祉施設等との連携体制構築関係）

＜新規＞施設基準の内容 向上加算１ 向上加算２ 向上加算３

介護保険施設等又は指定障害者支援施設等と協力が可能な体制をとっていること 〇 〇 〇

感染制御チームの業務内容として、抗菌薬適正使用支援チームの業務を行う場合、他の加算
２・加算３・外来加算の医療機関に対する助言を行う場合のほか、介護保険施設等・指定障害者
支援施設等の助言を行う場合を追加。

〇

介護保険施設等から求めがあった場合には、当該施設等に赴いての実地指導等、感染対策に
関する助言を行うとともに、院内感染対策に関する研修を医療機関と合同で実施することが
望ましい旨追加。 〇 〇 〇

【施設・訪看】令和6年介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定後の施設基準（医療機関との連携体制構築関係）

＜新規＞施設基準の内容 高齢者
施設等

障害者
施設等

訪問看護
事業所

業務継続計画未策定減算
感染症又は非常災害のいずれか又は両方のBCPが未策定の場合は基本報酬減算

〇 〇 〇

医療機関との連携強化・感染症対応力の向上
感染症対策向上加算Ⅰ・・・第二種協定指定医療機関との連携

診療報酬上の向上加算の医療機関が行う研修・訓練に1年に1回以上参加
〇 〇

新興感染症等施設療養加算
新興感染症発生時に、必要な感染対策を行い、施設内療養を実施

〇 〇

12

新興感染症の医療提供体制構築にかかる
令和6年改定診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の概要



ＢＣＰについて

感染症が発生した場合であっても、介護・障害福祉等サービスが継続して実施さ
れることは重要であり、各事業所において災害と感染症の
ＢＣＰをそれぞれ策定することが義務付けられ、未策定の場合は令和6年度介護報

酬・障害福祉等サービス報酬の改定で、基本報酬が減算されることとなった。（入所
系・通所系・訪問系のいずれも必要）

介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html

障害福祉サービス事業所等における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html
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